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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　乾燥処理物を回転可能なロータリーシェル炉装置内に導入すると共に、該ロータリーシ
ェル炉装置内で乾燥処理物を揺動させながら該ロータリーシェル炉装置内に回転軸と平行
方向に引き込まれてなる主管部の周囲から複数の枝管部を該ロータリーシェル炉装置の内
壁に向けて該回転軸方向に沿って交互に突出方向をずらした状態で突出形成し、該複数の
枝管部より過熱蒸気を乾燥処理物中又はその上面から直接吹き付けて該乾燥処理物を炭化
させると共に、該過熱蒸気は、低温から高温に至るまでのロータリーシェル炉装置内の平
均温度差を大きく設定できるようにしたことを特徴としたロータリー炭化方法。
【請求項２】
　ロータリーシェル炉装置から排出された排ガスは、サイクロン集塵機に導入され、大部
分のダストが捕集された後の排ガスは、乾留ガス燃焼炉を介して、乾燥処理物に過熱蒸気
を吹き付けるための過熱蒸気発生器に還流させるものとする請求項１記載のロータリー炭
化方法。
【請求項３】
　過熱蒸気発生器で熱放散させた排ガスは、熱交換器によって熱を回収し、回収された熱
を炭化前処理用の乾燥熱源として利用する請求項２記載のロータリー炭化方法。
【請求項４】
　乾燥処理物を導入させる回転可能なロータリーシェル炉装置と、該ロータリーシェル炉
装置内に回転軸と平行方向に引き込まれてなる主管部と、該主管部の周囲には該ロータリ
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ーシェル炉装置の内壁に向けて突出形成した複数の枝管部とよりなり、該複数の枝管部の
突出方向は回転軸方向に沿って交互にその突出方向をずらした状態で順設し、該主管部は
枝管部を介してロータリーシェル炉装置内で揺動する乾燥処理物に過熱蒸気を吹き付ける
ための過熱蒸気発生器と接続され、該枝管部が乾燥処理物を該乾燥処理物中又はその上面
から過熱蒸気を直接吹き付ける位置に構成したことによりロータリーシェル炉装置内の乾
燥処理物の炭化効率を高め、過熱蒸気発生器は平均温度差を大きく設定できるようにした
ことを特徴とするロータリー炭化装置。
【請求項５】
　ロータリーシェル炉装置から排出された排ガスのダストを捕集するためのサイクロン集
塵機及びダスト捕集後の排ガスを過熱蒸気発生器に還流させるための乾留ガス燃焼炉とを
含む請求項４記載のロータリー炭化装置。
【請求項６】
　過熱蒸気発生器で熱放散させた排ガスから熱を回収すると共に、該回収された熱を炭化
前処理用の乾燥熱源として利用可能とした熱交換器を含む請求項４または５記載のロータ
リー炭化装置。
【請求項７】
　ロータリーシェル炉装置の内周壁には、乾燥処理物の付着・溶着を回避できる程度の高
さを有するリフターを備えた請求項４乃至６のいずれか記載のロータリー炭化装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、乾燥処理物を過熱蒸気によって炭化させるためのロータリー炭化方法および
その装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種のロータリー炭化装置としては、特許文献１に開示されているように、被
炭化物の材質に応じて設定された高温の過熱水蒸気を、炭化反応室における噴射ノズルか
ら被炭化物に均等に当てることで、酸素が遮断された雰囲気中とし、被炭化物は高温に加
熱され炭化するものとした過熱水蒸気による炭化炉なる技術が存在する。　
【０００３】
　また、特許文献２に開示されているように、炭化部は、成形物搬送路を介して搬送され
てくる振動篩機で選別された所定の大きさの成形物を炭化するロータリーキルン型炭化炉
を備え、ロータリーキルン型炭化炉で発生した乾留ガスを燃焼して脱臭すると共に、この
燃焼ガスをロータリーキルン型炭化炉の加熱用ガスとして供給する脱臭兼加熱用ガス生成
炉などを有して成る有機性廃棄物処理装置なる技術が存在する。
【０００４】
　また、特許文献３に開示されているように、炭化炉には、炭化炉体の下部炉壁に連通し
て炭化室に高温ガスを供給し、炭化室内の有機系廃棄物及び所要の固形燃料に着火するた
めの着火手段が設けられ、該着火手段は、炭化炉体の下部に空気供給孔に隣接して設けら
れた着火孔に高温ガスを噴射する着火バーナ、特に火炎バーナ、例えば、重油バーナなど
が利用されるものとして成る廃棄物炭化炉なる技術が存在する。
【０００５】
　また、特許文献４に開示されているように、有機物を過熱水蒸気により炭化して再資源
化するようにした再資源化装置であって、炭化物から水素又は一酸化炭素の少なくとも一
方を含む可燃性ガスを生成するガス化炉と、該ガス化炉により生成された可燃性ガスを燃
料とするエンジンと、該エンジンにより駆動される発電機と、エンジンの冷却により水を
加熱して温水を生成するラジエータとを有するコージェネレーションと、該コージェネレ
ーションのラジエータにより生成された温水から過熱水蒸気を発生させる過熱水蒸気発生
手段と、該過熱水蒸気発生手段により発生した過熱水蒸気中で有機物を加熱して乾留ガス
及び炭化物を生成する連続式炭化炉とを備え、前記過熱水蒸気発生手段は、前記炭化炉で
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発生した乾留ガスを燃焼させて温水から過熱水蒸気を発生させる燃焼式過熱水蒸気発生機
を有する有機物の再資源化装置なる技術が存在する。
【０００６】
　また、特許文献５に開示されているように、廃棄物の乾留・炭化を行う乾留部と、該乾
留部で発生した乾留ガスを燃焼させる乾留ガス燃焼部を備えた炭化炉であって、前記乾留
部と前記乾留ガス燃焼部のうち何れか一方が他方に内包される内外配置で形成されている
と共に、前記乾留部を、一方端側から投入した廃棄物を他方端側から排出するように形成
した横軸芯回りに回転するロータリーキルンで構成し、該ロータリーキルンを、前記乾留
ガス燃焼部内に配置すると共に、前記ロータリーキルンを形成するロータリーキルン筒の
軸芯両端部に小径の回転支持軸を設け、該回転支持軸を前記乾留ガス燃焼部外にまで延設
し、軸受けで回転自在に支持し、前記ロータリーキルン内に水蒸気を供給する水蒸気供給
路を、前記回転支持軸内に設けて成る炭化炉なる技術が存在する。
【特許文献１】特開２０００－６３８４８号公報
【特許文献２】特開２００４－５０１２０号公報
【特許文献３】特開２００３－１９３０６０号公報
【特許文献４】特開２００２－８０８５４号公報
【特許文献５】特開２００１－１３１５５６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記した各従来例においては、炭化炉内部での平均温度差が大きく採れ
ないため、例えば助燃材として使用する場合は、揮発成分を抑える低温炭化方式として利
用することができない。このため、低温域での炭化効率が極端に低下し、しかもロータリ
ーシェル炉装置内の突起物に対する炭化物の付着や溶着等のトラブルも発生してしまうと
いう問題点を有していた。
【０００８】
　そこで、本発明は叙上のような従来存した諸事情に鑑み創案されたもので、炭化処理物
を例えば助燃材として使用するために、揮発成分を抑える低温炭化方式として有効に利用
することができると共に、無酸素状態で過熱水蒸気による乾燥処理物の熱分解反応と加水
分解反応とにより、速やかに炭化させることができ、これによって炭素率が高く、タール
分の少ない良質の炭化物を生産することができ、しかも、連続運転が可能とすることで、
生産性を高めることができ、さらにロータリーシェル炉装置内の突起物に対する付着や溶
着等のトラブルも未然に防止できるものとしたロータリー炭化方法およびその装置を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述した課題を解決するため、本発明に係るロータリー炭化方法にあっては、乾燥処理
物を回転可能なロータリーシェル炉装置内に導入すると共に、該ロータリーシェル炉装置
内で乾燥処理物を揺動させながら該ロータリーシェル炉装置内に回転軸と平行方向に引き
込まれてなる主管部の周囲から複数の枝管部を該ロータリーシェル炉装置の内壁に向けて
該回転軸方向に沿って交互に突出方向をずらした状態で突出形成し、該複数の枝管部より
過熱蒸気を乾燥処理物中又はその上面から直接吹き付けて該乾燥処理物を炭化させると共
に、該過熱蒸気は、低温から高温に至るまでのロータリーシェル炉装置内の平均温度差を
大きく設定できるようにしたことを特徴とする。
【００１０】
　また、ロータリーシェル炉装置から排出された排ガスはサイクロン集塵機に導入され、
大部分のダストが捕集された後の排ガスは、乾留ガス燃焼炉を介して、乾燥処理物に過熱
蒸気を吹き付けるための過熱蒸気発生器に還流させたロータリー炭化方法を特徴とする。
【００１１】
　さらに、過熱蒸気発生器で熱放散させた排ガスは、熱交換器によって熱を回収し、回収
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された熱を炭化前処理用の乾燥熱源として利用できるロータリー炭化方法を特徴とする。
【００１２】
　一方、本発明に係るロータリー炭化装置にあっては、乾燥処理物を導入させる回転可能
なロータリーシェル炉装置と、該ロータリーシェル炉装置内に回転軸と平行方向に引き込
まれてなる主管部と、該主管部の周囲には該ロータリーシェル炉装置の内壁に向けて突出
形成した複数の枝管部とよりなり、該複数の枝管部の突出方向は回転軸方向に沿って交互
にその突出方向をずらした状態で順設し、該主管部は枝管部を介してロータリーシェル炉
装置内で揺動する乾燥処理物に過熱蒸気を吹き付けるための過熱蒸気発生器と接続され、
該枝管部が乾燥処理物を該乾燥処理物中又はその上面から過熱蒸気を直接吹き付ける位置
に構成したことによりロータリーシェル炉装置内の乾燥処理物の炭化効率を高め、過熱蒸
気発生器は平均温度差を大きく設定できるようにしたことを特徴とする。
【００１３】
　また、上記ロータリー炭化装置にロータリーシェル炉装置から排出された排ガスからダ
ストを捕集するためのサイクロン集塵機及びダスト捕集後の排ガスを過熱蒸気発生器に還
流させるための乾留ガス燃焼炉を含むことを特徴とする。
【００１４】
　さらに、上記ロータリー炭化装置に過熱蒸気発生器で熱放散させた排ガスから熱を回収
すると共に、該回収された熱を炭化前処理用の乾燥熱源として利用可能とした熱交換器を
含むことを特徴とする。
【００１５】
　また、ロータリーシェル炉装置の内周壁には、乾燥処理物の付着・溶着を回避できる程
度の高さを有するリフターを備えたロータリー炭化装置を特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、炭化処理物を例えば助燃材として使用するために、揮発成分を抑える
低温炭化方式として有効に利用することができると共に、無酸素状態で過熱水蒸気による
乾燥処理物の熱分解反応と加水分解反応とにより、速やかに炭化させることができ、これ
によって炭素率が高く、タール分の少ない良質の炭化物を生産することができ、しかも、
連続運転が可能とすることで、生産性を高めることができ、さらにロータリーシェル炉装
置内の付着や溶着等のトラブルも未然に防止できるものとなった。
【００１７】
　また、ロータリーシェル炉装置内の乾燥処理物は過熱蒸気を直角方向から受け、且つ乾
燥処理物の中を通過するように吹き付けられることとなり、非常に高い炭化効率が得られ
、しかも飛散も低減させることが可能となった。
【００１８】
　さらに、過熱蒸気は、ロータリーシェル炉装置内の平均温度差を大きく設定できるよう
にしたので、例えば吹き出し温度が３００℃から４５０℃程度で炭化が可能であり、例え
ば助燃材として使用する場合は、揮発成分を抑える低温炭化方式として有効なものとなっ
た。
【００１９】
　また、ロータリーシェル炉装置の内周壁には、乾燥処理物の付着・溶着を回避できる程
度の高さを有するリフターを備えたので、付着媒体の揺動促進が図れると同時に、ロータ
リーシェル炉装置内での付着や溶着等のトラブルも未然に防止することを可能とした。
【００２０】
　さらに、ロータリーシェル炉装置内での平均温度差が大きく採れ、他のロータリー炭化
炉と比較して、温度、ガス量の条件が同じであれば、ロータリーシェル炉装置自体の容量
を小さくすることもできる。また、炭化処理物の保有率が高く採れ、且つ炭化ムラも少な
くなった。加えて、ロータリーシェル炉装置内には複雑な回転機構等が存在しないため、
スケールアップが容易であり、且つ多少の異物混入にも対応できることとなった。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００２１】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための最良の一形態を説明する。
【実施例１】
【００２２】
　本発明に係るロータリー炭化装置は、図１に示すように、不図示の前処理工程で約１０
～２０％に乾燥された乾燥処理物１５が投入される乾燥品ホッパー１と、乾燥処理物１５
が導入される回転可能なロータリーシェル炉装置３と、ロータリーシェル炉装置３内に過
熱蒸気を圧送させるよう蒸気ボイラ８に接続した過熱蒸気発生器９と、ロータリーシェル
炉装置３からの排ガス中のダストを捕集するサイクロン集塵器５と、ダスト捕集後の排ガ
スを７００～８００℃に昇温して可燃分を分解してから前記過熱蒸気発生器９に還流させ
るための乾留ガス燃焼炉７と、過熱蒸気発生器９で熱放散させた排ガスからさらに熱を回
収すると共に、該回収された熱を炭化前処理用の乾燥熱源として利用可能とした吹込ファ
ン１２を備えた熱交換器１１とから概ね構成されている。
【００２３】
　すなわち、乾燥処理物１５が乾燥品ホッパー１に投入され、投入された乾燥処理物１５
は、乾燥品ホッパー１の切り出しスクリューコンベアより定量的に排出され、下部に配し
た炭化炉投入コンベア２に供給されるものとしてある。
【００２４】
　また、蒸気ボイラ８は飽和蒸気を発生させて過熱蒸気発生器９に導入し、該過熱蒸気発
生器９は、この飽和蒸気から例えば温度３００～４５０℃の過熱蒸気を発生させ、ロータ
リーシェル炉装置３内に導入させるようにしてある。
【００２５】
　上記ロータリーシェル炉装置３は、図２に示すように、長さと幅員との比率が例えば３
：１に設定された略中空円筒状に形成されており、前記過熱蒸気発生器９に連通接続した
主管部１３が、当該ロータリーシェル炉装置３の回転軸と平行方向に引き込まれ、該主管
部１３の周面には、複数の枝管部１４がロータリーシェル炉装置３の内壁に向け、且つ回
転軸に沿って交互に傾きをずらした状態で等間隔に順設してある。
【００２６】
　また、図３に示すように、ロータリーシェル炉装置３内には、乾燥処理物１５が、全容
積に対して約１０～１５％程度の容積比をもって揺動自在もしくは転動自在に収容される
。
【００２７】
　さらに、ロータリーシェル炉装置３自体の回転に伴う乾燥処理物１５の揺動もしくは転
動と同時に、ロータリーシェル炉装置３内で枝管部１４から吹き出された過熱蒸気によっ
て、乾燥処理物１５を無酸素の状態で炭化できるようにしてある。このとき、図３では枝
管部１４は乾燥処理物１５の中まで挿入されるものとしているが、乾燥処理物１５の種類
によっては乾燥処理物１５の中まで挿入せずに、乾燥処理物１５の上側から過熱蒸気を吹
き付ける方式としても良い。
【００２８】
　そして、ロータリーシェル炉装置３の内周壁には、図３に示すように、乾燥処理物１５
の付着・溶着を回避できる程度の、例えば２０～５０ｍｍ程度の高さを有するリフター１
６を周方向に沿って等間隔毎に突設してある。
【００２９】
　炭化された乾燥処理物１５は、出口側のエンドボックスを経て、水冷ジャケット付きの
炭化物搬送コンベア４に供給されると同時に、炭化物搬送コンベア４には、サイクロン集
塵機５で捕集された一部の炭化処理物も投入されるようにしてある。そして、炭化物搬送
コンベア４より排出された炭化処理物は、ロータリーバルブ等の出口シールを経由して、
不図示の後工程に導かれるものとしてある。
【００３０】
　次に、上記のように構成された最良の形態についての使用、動作の一例について説明す
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る。先ず、不図示の前処理工程で含水率約１０～２０％に乾燥された乾燥処理物１５が乾
燥品ホッパー１に投入される。
【００３１】
　投入された乾燥処理物１５は、乾燥品ホッパー１の切り出しスクリューコンベアより定
量的に排出され、下部に配した炭化炉投入コンベア２を経由してロータリーシェル炉装置
３内に供給される。
【００３２】
　該ロータリーシェル炉装置３の内部では、乾燥処理物１５は、ロータリーシェル炉装置
３自体の回転に伴って揺動させられると同時に、蒸気ボイラ８の飽和蒸気から、過熱蒸気
発生器９で発生した例えば温度３００～４５０℃の過熱蒸気を、ロータリーシェル炉装置
３の内部に設置されている主管部１３周面の枝管部１４より、乾燥処理物１５に当てるこ
とで炭化処理される。このとき、過熱蒸気は乾燥処理物１５に対し直角方向から当てられ
るため、高効率で炭化が促進されるものとなる。
【００３３】
　また、ロータリーシェル炉装置３の内周壁のリフター１６は、乾燥処理物１５の付着・
溶着を回避できる程度の高さを有しているため、乾燥処理物１５の揺動促進を図ると同時
に、ロータリーシェル炉装置３内での付着や溶着等のトラブルも未然に防止できるものと
なる。
【００３４】
　さらに、ロータリーシェル炉装置３から排出された排ガス（過熱蒸気＋若干のリーク空
気）は、サイクロン集塵機５に導入され、そこで大部分のダストが捕集される。そしてダ
スト捕集後の排ガスは、第１排気ファン６を経由して乾留ガス燃焼炉７に導入される。
【００３５】
　炭化処理された乾燥処理物１５は、出口側のエンドボックスを経て炭化物搬送コンベア
４に供給されると同時に、炭化物搬送コンベア４には、サイクロン集塵機５で捕集された
炭化物も投入される。
【００３６】
　そして、炭化物搬送コンベア４より排出された炭化処理物はロータリーバルブ等の出口
シールを経由して不図示の後工程に導かれる。
【００３７】
　一方、サイクロン集塵機５から乾留ガス燃焼炉７に導入された排ガスは、そこで７００
～８００℃に昇温され、可燃分を分解した後、過熱蒸気発生器９の放熱側に導入され、過
熱蒸気発生のために熱を放散させた後、第２排気ファン１０に導入される。
【００３８】
　第２排気ファン１０に導入された排ガスは、熱回収のため、吹込ファン１２より外気を
取り入れ熱交換器１１等を経て大気に放出される。
【００３９】
　一方、熱交換器１１で回収した熱は、炭化の前処理工程である乾燥するための熱源等に
再利用される。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本発明を実施するための最良の形態におけるロータリー炭化装置の概要を示す構
成図である。
【図２】同じくロータリーシェル炉装置内部の構成を示す一部切欠側面図である。
【図３】同じくロータリーシェル炉装置内部の構成を示す断面図である。
【符号の説明】
【００４１】
　１　　　乾燥品ホッパー
　２　　　炭化炉投入コンベア
　３　　　ロータリーシェル炉装置
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　４　　　炭化物搬送コンベア
　５　　　サイクロン集塵機
　６　　　第１排気ファン
　７　　　乾留ガス燃焼炉
　８　　　蒸気ボイラ
　９　　　過熱蒸気発生器
１０　　　第２排気ファン
１１　　　熱交換器
１２　　　吹込ファン
１３　　　主管部
１４　　　枝管部
１５　　　乾燥処理物
１６　　　リフター

【図１】 【図２】

【図３】
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